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インプレスグループでIT関連メディア事業を展開する株式会社インプレス（本社：東京都千代田区、代

表取締役社長：小川 亨）のシンクタンク部門であるインプレス総合研究所は、新産業調査レポート『デー

タセンター調査報告書2020［東京・大阪圏で増えるハイパースケールDCと新設が相次ぐ電力系DCそれぞれ

の戦略］』（https://research.impress.co.jp/dc2020）を2020年3月6日（金）より発売いたします。 

本書は、インプレスの専門メディア『クラウド&データセンター完全ガイド』による監修のもと、データ

センターの市場動向、サービス動向、テクノロジー動向、データセンター事業者の意向、ユーザー企業の

利用動向などをまとめた調査報告書です。2007年に第1回目のレポートを発行し、今年で13回目を迎えま

した。 

近年のデータセンターを取り巻く状況には、クラウド利用が拡大することによる既存データセンターの

縮小・撤退と、そのクラウドを下から支えるハイパースケールデータセンター新設が2つの大きな流れで

す。新設のデータセンターが大規模化していった結果、建設費はすでに中小のデータセンター事業者では

賄いきれないほど高額となっています。そのため、電力系含めた通信キャリアやREIT（不動産投資信託）

系など経営体力がある事業者でないと新設しづらい状況になりつつあります。いま現在もGAFAをはじめ

とする世界大手クラウド向けと目される超大規模な建設が、東京・大阪近郊で相次いでいます。 

一方、地方の中核都市では、電力系データセンター事業者によって従来型のハウジングデータセンター

が新設されています。そうしたデータセンターは、地元の中小事業者にとっては脅威に映る半面、老朽化

した中小事業者の自社データセンターを刷新・新設するか、それら最新データセンターの一角をDC in DC

するか、方針転換を含めて検討する時期を迎えています。 

このような中、本書では近年の国内データセンター新設トレンド、クラウド利用の伸び、地域ごとの動

向などを分析し、次にデータセンターが新設される地域を把握してDC in DC採用の判断材料とするため、

新設における各種条件と具体的地域も併せて紹介しています。また、データセンターカオスマップ（業界

マップ）、国内の全商用データセンター日本地図・地域別地図も収録しています。データセンター事業者の

次の一手を考える上での最良の材料を提供しています。 

また、不動産投資先として魅力が増している日本のデータセンターについて、建設資金の具体的な調達

手法や海外REIT市場状況なども含めて、昨年に引き続き専門家が解説しています。 

その他、データセンター事業者を対象とした現状・意向調査、ITインフラユーザー企業における現状・

意向調査という、提供側と需要側両面のアンケート調査結果を掲載しています。加えて、「データセンター

サービス分析」では、国内で提供されているデータセンターサービス市場についてスペックや価格を多角

的に分析しています。 

巻末付録として、市町村別の国内全商用データセンター一覧（1000件弱）と国内商用データセンターサ

ービス一覧（183事業者）を掲載しています。 

本書は、2000年の初回発行以来、クラウド&データセンター完全ガイドが蓄積してきた資料・データや
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知見をもとに、過去から現在に至るデータセンター市場・産業の変遷から将来に向けた動向予測までを網

羅しています。データセンター事業者がデータセンター新設・営業戦略を立案する上で有用なデータと分

析を提供します。 

［新設データセンターに関する注目の調査結果］ 

 本書では、国内の全商用データセンターの立地状況を一覧表、及び地図にマッピングして整理していま

す。近年の新設データセンターに加え、1000 件弱の全商用データセンターを 7 地域、及び主要 10 都市に

分けて字名・地番レベルで地図上にマッピング。大都市近郊型ハイパースケールデータセンターの建設状

況や地方のデータセンターの存在感が増加している状況などが把握できます。 

  

出典：「白地図」（国土地理院） をもとにインプレスデータを用いて作成 

【図表 1 2019 年新設、及び 2020 年以降に新設予定のデータセンター立地状況】 
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出典：「白地図」（国土地理院） をもとにインプレスデータを用いて作成 

【図表 2 関東地方の全データセンター立地状況（建設中含む）】 

日本国内に存在する全商用データセンターについて、平均のラック規模を開設年次でまとめると（図表

3）、2017年以降に開設・開設予定のデータセンターが大規模化している状況が読み取れます。 

 

※ラック規模が不明なものはサーバールームなどの面積からモデル化して算出している。 

※2020年以降は開設予定と発表されているもののみであり、予測値である。 

【図表 3. 開設年次別 国内データセンター平均ラック規模】 

 

また、データセンターについて、構成パーツを製造・提供するメーカー、建設・施工・管理業者のほか

大口提供のデータセンター事業者を一覧で紹介しています。データセンターは特殊な機器・機材・部材が

必要で、それらを提供しているメーカーも積極的に取り上げています。メーカー名を知ることで、それら

のパーツについても理解が深まり、より的確にデータセンターを理解できるようになります。 
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● 字名・地番レベル：「字」あるいは「番地・号」レベルでマッピング 

▲ 市区町村名レベル：市区町村役所の住所にマッピング 

（市町村名より詳細な住所不明） 

■ 都道府県名レベル：都道府県庁の住所にマッピング 

（都道府県名より詳細な住所不明） 

※住所から座標値への変換は「CSV アドレスマッチングサービス」を利用 

※データセンターの住所のうち公表されていないものについては、インプレス推

定（報道や記事、届け出、地図情報サイト、現地確認などにて推定） 



 
※：商標権侵害のおそれがあるため企業ロゴを用いず、企業名をテキストで表現しています。また、法人格は省略、企業によっては正式名称ではなく略称を用いています。 

出典：インプレス作成 

【図表 4. データセンターカオスマップ】 

 

［データセンター事業者における現状・意向調査 注目の調査結果］ 

大手クラウドサービスとの専用接続サービス（複数回答）を見ると、「AWS Direct Connect」が44％と

最も高く、「Microsoft Azure ExpressRoute」が19％と続きます。両サービスとも昨年、一昨年より増加

しており、大手クラウドサービスとの専用接続を提供するデータセンター事業者が増加傾向となっていま

す。 

 

【図表 5. 提供している大手クラウドサービスとの専用接続サービス（複数回答）】 
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＜＜調査概要＞＞ 

■データセンター事業に関する現状・意向調査 

調査目的 データセンターサービス提供事業を運営する企業に対して、大手クラウドサービスとの連

携やパブリック／ハイブリッド／ホステッドプライベート／SaaSといったクラウドサービ

スとVDIサービスの提供状況、ファシリティ保有状況と今後の調達意向、今後の事業の方

向性や戦略（投資状況や今後の事業継続性）などについての動向把握 

調査対象 株式会社インプレスが発行する国内唯一の専門媒体「クラウド&データセンター完全ガイ

ド」が保有しているデータセンターサービス183事業者の担当者 

調査方法 対象者にメールを送付し、Web上のアンケートフォームへ誘導 

有効回答数 70人 

調査期間 2019年11月15日（金）～2020年1月21日（火） 

調査企画・実施 株式会社インプレス インプレス総合研究所／クラウド&データセンター完全ガイド  

 

■ITインフラのユーザー企業への現状・意向調査 

調査目的 ITインフラのユーザー企業におけるデータセンター及びクラウドサービスの利用動向把握 

調査対象 株式会社インプレスの媒体／サービスである「IT Leaders」（https://it.impressbm.co.jp/）

などの読者、セミナー・イベントなどの事前登録者・来場者の中のユーザー企業 

サンプリング条

件 

業種：ITインフラのユーザー企業、顧客のためにデータセンターを検討する企業 

役職：勤務先においてデータセンターの選定や決定に関与する個人 

調査方法 対象者にメールを送付し、Web上のアンケートフォームへ誘導 

有効回答数 225人 

調査期間 2020年1月14日（火）～1月29日（水） 

調査企画・実施 株式会社インプレス インプレス総合研究所／クラウド&データセンター完全ガイド  

 

 

＜＜調査報告書の製品形態、および販売に関するご案内＞＞ 

■調査報告書の製品形態、および販売に関するご案内 

書名 ：データセンター調査報告書2020 

［東京・大阪圏で増えるハイパースケールDCと新設が相次ぐ電力系DCそれぞれの戦略を分
析］ 

監修  ：クラウド&データセンター完全ガイド 

編  ：インプレス総合研究所 

発行所 ：株式会社インプレス 

発売日 ：2020年3月6日（金）＜予約受付中＞ 

価格 ：CD（PDF）版 160,000円（税別） 

CD（PDF）＋冊子版 170,000円（税別） 

判型 ：A4判 

ページ数：328ページ 

ISBN ：CD（PDF）＋冊子版 978-4-295-00865-1  

詳細、ご予約は右よりご覧ください。https://research.impress.co.jp/dc2020 
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【株式会社インプレス】 https://www.impress.co.jp/ 

シリーズ累計 7,500 万部突破のパソコン解説書「できる」シリーズ、「デジタルカメラマガジン」等の定期

雑誌、IT関連の専門メディアとして国内最大級のアクセスを誇るデジタル総合ニュースサービス「Impress 

Watch」等のコンシューマ向けメディア、「IT Leaders」、「SmartGridニューズレター」、「Web担当者 Forum」

等の企業向け IT関連メディアブランドを総合的に展開、運営する事業会社です。IT関連出版メディア事業、

及びデジタルメディア＆サービス事業を幅広く展開しています。 

 

【インプレスグループ】 https://www.impressholdings.com/ 

株式会社インプレスホールディングス（本社：東京都千代田区、代表取締役：唐島夏生、証券コード：東証

1 部 9479）を持株会社とするメディアグループ。「IT」「音楽」「デザイン」「山岳・自然」「旅・鉄道」「学術・

理工学」を主要テーマに専門性の高いメディア&サービスおよびソリューション事業を展開しています。さ

らに、コンテンツビジネスのプラットフォーム開発・運営も手がけています。 

 

【本件に関するお問合せ先】 

株式会社インプレス 広報担当：丸山 

TEL：03-6837-5034 E-mail: pr-info@impress.co.jp URL： https://www.impress.co.jp/ 
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